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電子ジャーナルのオープンアクセスと機関リポジトリ 
－どこから来てどこへ向かうのか 
（II）機関リポジトリと研究助成機関の動向

時 実 象 一＊ 

 
 最初のオープンアクセス出版社 BioMed Central が設立されてからすでに 7 年となる。その節目にオープンアクセスのさまざまな動きを

まとめた。（II）では日本でも盛んになってきた大学・研究機関リポジトリ，NIH，Wellcome 財団，RCUK など研究助成機関のオープンア

クセス支援などについて最近の動向をまとめた。Wellcome 財団や CERN が出版社にオープンアクセスのための費用を支払う方向を示した

ことが注目される。 
キーワード：オープンアクセス，電子ジャーナル，学術雑誌，機関リポジトリ，オープンアクセス・オプション，研究助成機関，NIH，

Wellcome 財団，RCUK，CERN，学術出版，学協会 
 

1．はじめに 

 筆者は電子ジャーナルの黎明期からその動向に注目し
1-2)，また学術雑誌出版を変革しようとする各種運動を紹介
3-4)するとともに，オープンアクセス運動が始まると，これ

についての全般的な解説をおこなってきた 5-10)。最近の動

きを見ると，オープンアクセスの運動は重要な転換期を迎

えつつあると思われるので，これを整理して報告すること

とした。紙数の関係で前半と後半に分け，前半では（1）
オープンアクセス雑誌，（2）オープンアクセス・オプショ

ン，（3）時差公開，について報告した11)。本稿（後半）で

は（4）大学・研究機関リポジトリ，（5）研究助成機関の

オープンアクセス支援，について報告する。なお機関リポ

ジトリに関連して参考となる記事を挙げておく12-15)。 

2．大学・研究機関リポジトリの動向 

2.1 機関リポジトリとは 
 前項ではオープンアクセス出版について述べたが，オー

プンアクセス運動のもうひとつの柱は機関リポジトリであ

る。これは大学・研究機関などが所属する研究者の発表論

文等をアーカイブするというもので，1999 年にリポジトリ

の規格作りのため Open Archives Initiative（OAI）が結成

されてから本格化した。これは著者が自分の論文を自分の

ホームページに搭載することの延長と考えられ，広義には

セルフアーカイブとも呼ばれる。機関リポジトリに搭載さ

れた論文は通常無料公開される。出版社サイトにおいては

購読者しかアクセスできない論文が，機関リポジトリから

は無料アクセスできることになるので，オープンアクセス

の重要な推進手段と考えられた。 
 OAI の制定した Open Archives Initiative Protocol for 
Metadata Harvesting（OAI-PMH）は，リポジトリから

メタデータを選択的に収集するためのプロトコルであり，

これにより各所に分散しているリポジトリの統合検索が可

能になった。現在 OAI-PMH に準拠している無料ソフト

ウェアには Dspace，EPrints など 30 ほどあるほか，

ProQuest Digital Commons（Berkeley Electronic Press
開発）や BioMed Central の Open Repository（DSpace）
のような ASP サービスも提供されている。 
 
2.2 著作権の問題 
 機関リポジトリに雑誌論文を搭載するには著作権をクリ

アしなくてはならない。学術雑誌では多くの場合論文の著

作権が出版社に譲渡されているので，自分のホームページ

といえども論文を掲載するには出版社の許諾が必要とな

る。しかし現在多くの出版社がセルフアーカイブを許諾す

るとの態度を明らかにしている。その状況は英国ノッティ

ンガム大学が作成する SHERPA/RoMEO のサイトで調べ

ることができる。また日本の学協会の方針については国立

情報学研究所が支援し，筑波大学，千葉大学，神戸大学が

作成している「学協会著作権ポリシーデータベース」で調

べることができる。両者の 2007 年 1 月現在の状況は図 1，
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図 1 欧米出版社のセルフアーカイブへの態度 
（SHARPA/RoMEO より） 
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2 のとおりである。欧米出版社では「セルフアーカイブを

認めない」が 25％であるのに対しわが国の学協会は 58％
もあり，違いが顕著である。なお，わが国では「検討中」

などの学協会が 281 もあり，態度を決めている 155 学協会

はまだ少数であるといえる。 
 なお，「認める」としている出版社・学会でも，「無申請」

で認めるところと，「申請が必要」としているところがある

が，わが国の学会では申請を必要としているところが多い。

実際に機関リポジトリを円滑に進めるには，無申請で自動

的に許諾されることが好ましく，欧米の主要出版社はその

方向で投稿規程等を整備している。 
 また，Nature Publishing Group，英国王立化学会（Royal 
Society of Chemistry: RSC）や Blackwell の一部の雑誌で

は，著作権を出版社に譲渡するのではなく，出版社に排他

的出版ライセンスを与えるというモデルを採用しており，

その中で，著者の権利として無許諾でセルフアーカイブが

できることを明記している16)。なお，わが国でも情報科学

技術協会がその発行する「情報の科学と技術」の投稿規程

で 2007 年 1 月より同様の規定を採用した17)。 
 なお，オープンアクセスを推進する図書館団体 SPARC
では，Science Commons との協力により，研究者が論文

を投稿する際の著作権譲渡書に研究者側からの付帯文書

（SPARC Author Addendum）をつける運動をおこなって

いる18)。 
 
2.3 機関リポジトリの設置・運用状況 
 機関リポジトリの一覧にはノッティンガム大学が作成し

ている OpenDOAR がある。それによれば 2007 年 1 月現

在世界のリポジトリの数は 844 である。なお DSpace およ

び EPrints のサイトに登録されているリポジトリの数は，

それぞれ 198 と 218 であった。 
 運用の現状については Lynch らが 2005 年に英国のネッ

トワーク情報連合（Coalition of Networked Information: 
CNI）などの依頼で調査をおこなっている。その結果を簡

単に紹介したい。 
（1）米国における状況19) 

 アンケートによる調査の結果，97 校の研究大学を含む

124 大学から回答を得た。回答者の 40％が何らかの形の機

関リポジトリを開設しており，開設していない大学の 88％
が計画中であった。ただし文系の大学では回答 35 大学の

うち 2 大学しか開設していない。リポジトリの対象となっ

ているコンテンツはさまざまであるが，そのうち上位のも

のを表 6 に示した。 
 

表 6 米国の機関リポジトリの対象コンテンツ 

 
（2）世界的な状況20) 
 2005 年春に CNI，JISC，SURF が開催した「機関リポ

ジトリの戦略構築」シンポジウムが開かれ，欧州各国から

集まった参加者からデータを収集した。12 ヵ国からのアン

ケート結果によれば，機関リポジトリ開設大学の全大学に

対する比率はドイツ，ノルウェー，オランダで（100％），

オーストラリア（95％）などが高く，フランスは 27％，英

国は 22％と低かった。搭載されている文書数の平均はオラ

ンダが 3,000-12,500 と多く，フランス（1,000）がこれに

次ぎ，他の国は 240-500 程度であった（表 7）。搭載され

ているコンテンツは雑誌論文と学位論文が主要であった。

学問分野では人文社会，生命科学，自然科学，工学など多

岐にわたっている。リポジトリに用いられているソフト

ウェアは GNU EPrints が英国を中心に多く（54），DSpace
（27）がこれに次いだ。 
 表 8 はそれらリポジトリで対象としてるコンテンツの種

類を示している。雑誌論文，学位論文，書籍を扱っている

リポジトリ数が多い。 
 その他にも米国研究図書館協会（ Association of 
Research Libraries: ARL ） や MIRACLE （ Making 

図 2 日本の学協会のセルフアーカイブへの態度 
（「学協会著作権ポリシーデータベース」より） 

学協会著作権ポリシーデータベース (155 学協会)
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種類
運用中の
機関数

計画中の
機関数

プレプリント/電子論文 24 9

学位論文 21 15

技術報告書/原稿 20 12

図書館蔵書の電子化コンテンツ 19 13

画像 19 15

学会発表スライドなど 15 13

学会論文集論文 14 14

雑誌 11 13

音声 10 19

地図 9 12

国 IR 数 大学数 IR 開設大学の比率 IR の平均文書数
オーストラリア 37 39 95 n.r.
ベルギー 8 15 53 450
カナダ 31 n.r. - 500
デンマーク 6 12 50 n.r.
フィンランド 1 21 5 n.r.
フランス 23 85 27 1000
ドイツ 103 80 100 300
イタリア 17 77 22 300
ノルウェイ 7 6 100 n.r.
スウェーデン 25 39 64 400
オランダ 16 13 100 3,000 / 12,500
英国 31 144 22 240
米国 不明 261 - n.r.

表 7 西欧諸国における機関リポジトリの数 
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Institutional Repositories A Collaborative Learning 
Environment）プロジェクトのアンケート調査結果がある
21, 22)。英国の機関リポジトリについては筑木氏の報告があ

る23)。 
 欧州の研究機関の多くは，オープンアクセスを支持する

ベルリン宣言の署名者である。その中でもドイツの研究機

関 Max Planck 協会は FIZ Karlsruhe と協力して独自の電

子資リポジトリ eSciDoc を Fedora というソフトウェアを

基礎として開発中である。このプロジェクトには独連邦政

府教育研究省が 6.1 百万ユーロの支援をおこなっている。

現時点では Max Planck 協会では eDoc というリポジト

リ・システムを運用しており，13,000 件の全文データが収

録されているが，eSciDoc が完成すればそちらに置き換え

られる。 
 フランスでは，国立科学研究院（CNRS），国立情報処理

自動化研究所（INRIA），国立医科学衛生研究所（INSERM）

の協力により，リポジトリ Hypertext Archive on-Line
（HAL）に国立の各研究所や大学で発生した論文等を搭載

している。ただし，オープンアクセスの論文は多くない印

象である。 
 わが国では国立情報学研究所（NII）がおこなっている

「メタデータ・データベース共同構築事業」により，大学等

の リ ポ ジ ト リの 構 築 が推 進 さ れ て いる 。 前 述 の

OpenDOARには日本のリポジトリは16サイト登録されて

いる（表 9）。 
 
2.4 機関リポジトリのコンテンツの検索 
 このように世界中に多数あるリポジトリを効率的に検索

するには，OAI-PMH を用いてリポジトリのメタデータ等

を収集しているデータベースを使うのがよい。わが国では

NII が大学等のリポジトリのメタデータを収集して，「大学

Web サイト資源検索（JuNii）」というシステムにより検索

提供している（図 3）。世界のリポジトリについては，ミシ

ガン大学の OAIster がある（図 4）。これは日本語でも検

索可能で，検索結果の件数がリポジトリ毎に表示される。

OAIster は最近収録コンテンツ数が 1,000 万件を超えたと

国 論文 学位論文 書籍
一次

データ
ビデオ、音

楽など
教材 その他

オーストラリア 8 8 1 83 0

ベルギー 33

カナダ

デンマーク

フィンランド

フランス 80 20

ドイツ 20 5 1 25

イタリア 70 20 5

ノルウェイ 10

スウェーデン 30

オランダ 20 40

英国 74 1 4 4

70

40

16

66

40-50

5

90

表 9 日本の機関リポジトリ 

表 8 西欧諸国における機関リポジトリの対象コンテンツ 

機関名 リポジトリ名称 URL
千葉大学 Chiba University's Repository for Access To

Outcomes from Research (CURATOR)
http://mitizane.ll.chiba-u.jp/curator/

広島大学 Hiroshima University's Repository for Access To
Outcomes from Research

http://ir.lib.hiroshima-u.ac.jp/portal/

北海道大学 EPrint Series of Department of Mathematics,
Hokkaido University

http://eprints.math.sci.hokudai.ac.jp/

北海道大学 Hokkaido University Collection of Scholarly and
Academic Papers (HUSCAP)

http://eprints.lib.hokudai.ac.jp/dspace/

JETRO Academic Research Repository, Institute of
Developing Economies (ARRIDE)

https://ir.ide.go.jp/dspace/

金沢大学 Kanazawa University Repository for Academic
Resources (KURA)

http://dspace.lib.kanazawa-
u.ac.jp:8080/dspace/

慶應義塾大学 KOARA (KeiO Academic Resource Archive) http://koara.lib.keio.ac.jp/
熊本大学 Kumamoto University Repository System http://reposit.lib.kumamoto-u.ac.jp/
九州大学 Kyushu University Institutional Repository (QIR) https://qir.kyushu-u.ac.jp/
長崎大学 Nagasaki University Repository (Naosite) http://naosite.lb.nagasaki-u.ac.jp:8080/dspace/
名古屋大学 Nagoya Repository http://ir.nul.nagoya-u.ac.jp/
岡山大学 eScholarship@OUDIR (Okayama University Digital

Information Repository)
http://escholarship.lib.okayama-u.ac.jp/

大阪大学 Osaka University Repository http://ir.library.osaka-u.ac.jp/portal/
東京学芸大学 Tokyo Gakugei University Repository System http://ir.u-gakugei.ac.jp/?lang=en
筑波大学 Tsukuba Repository (Tulips-R) https://www.tulips.tsukuba.ac.jp/dspace/
早稲田大学 DSpace at Waseda University http://dspace.wul.waseda.ac.jp/dspace/

図 3 JuNii の検索結果画面  
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発表している24)。また Google Scholar でもリポジトリの検

索が可能であり，この場合は論文の全文も検索対象となる

点が便利である（図 5）。実際オーストラリア，Wollongong
大学経験では，リポジトリへの全文へのアクセスは 95.8％
が Google からであったと報告されている25)。 
 
2.5 機関リポジトリの運用経験 
 リポジトリの運用の経験についてはさまざまな報告があ

る。いくつかの実施例については以前にも紹介しているが
9)，ここではその他の例を紹介する。 

（1）サザンプトン大学26) 
 サザンプトン大学は，オープンアクセス運動の主導者

Stevan Harnad が勤務している大学である。2003 年から

EPrints を 用 い た リ ポ ジ ト リ TARDis （ Targeting 
Academic Research for Deposit and Disclosure）を構築し

ている。対象となる論文数に対して数学科は 37％，経済学

科では 25％の全文提供率であるが，大学全体としては対象

論文 14,833 件のうち 1,774 件（12％）が搭載されている。 
（2）マサチューセッツ工科大学27) 
 マサチューセッツ工科大学（MIT）は機関リポジトリの

ソフトウェア DSpace の開発者のひとりである。ここでの

2003 年のリポジトリ運用経費は 
 
専任および兼任の人件費（福祉込み） $225,000 
運用直接経費   $25,000 

機器（ディスク増を含む）  $35,000 
合計    $285,000 
 
であるとしている。 

（3）クイーンズランド工科大学 28) 
 オーストラリアのクイーンズランド工科大学（QUT）は

2003 年 12 月より EPrints でリポジトリを公開している。

論文を集めるため，QUT の理事会では，「公開されている

研究成果はリポジトリに搭載されなければならない」とし

て，論文の提供が義務化されている。研究者を助けるため

講習会をおこなっている。研究所によっては研究補助者が

代理でアップロードもおこなっている。図書館員としては

なるべく研究者の代行はしないようにしている。研究論文

の他学位論文や教材の搭載もおこなっている。 
（4）オランダのネットワークリポジトリ DARE29) 
 オランダでは SURF の支援の元に，13 の大学と 3 研究

機関のリポジトリをネットワーク化するDigital Academic 
Repository（DARE）プロジェクトにより DAREnet が構

築された。DAREnet は I-Tor によりメタデータをハーベ

ストし，閲覧・検索提供するほか，全文検索も可能にして

いる。 
（5）ジョージア工科大学30) 
 ジョージア工科大学（GT）では DSpace を利用して

SMARTech というリポジトリを 2004 年に構築した。2006
年夏現在で 9,000 件のデジタルコンテンツを収蔵してお

り，世界でも最大級である。SMARTech では会議録の電子

化や電子ジャーナルの創刊も支援している。 
 国内では千葉大学31,32)，北海道大学33)，広島大学34)，名

古屋大学35)，金沢大学36)などの経験が発表されている。 

3．研究助成機関のオープンアクセス支援 

3.1 米国国立衛生研究所（National Institute of Health: 
NIH） 

 米国の国立衛生研究所（National Institute of Health: 
NIH）は世界最大の研究助成機関で，生医学分野の研究助

成をおこなっている。PubMed に収録されている論文の約

10％，年間 60,000 件が NIH の助成を受けているとされて

いる。欧米の他の研究助成機関と同様，NIH はもともと

オープンアクセスに積極的であった。オープンアクセス推

進のための会議のひとつは 2003年に NIHに所属する国立

医学図書館（National Library of Medicine: NLM）のある

ベセスタで開かれている。その年には，米国下院の Sabo
議員によって「科学への公衆アクセス法案（Access to 
Science Act）」が提出されたが37)，これは廃案となった38)。

その後NLMによる，助成研究成果論文のPubMed Central
での無料公開提案（2004.5）や米国下院歳出委員会の「連

邦納税者のアクセス提案」（2004.7）を経て，2004 年 9 月

に公衆アクセス方針（Public Access Policy）と称する助成

研究成果論文の PubMed Centralへの提出を正式に提案し

た39)。出版社からの強い反発の結果，最終的には提出は「義

務」ではなく，「要請」へ，提出期限も 6 ヵ月でなく 12 ヵ

図 4 OAIster の検索結果 

図 5 Google Scholar の検索結果 
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月へと内容が穏健となったものの，2005 年 5 月より正式

に著者最終原稿の提出がはじまった。しかし義務化されて

いないために提出率は極めて低い結果となった。2006 年 2
月の報告では，提出論文は 2005.5.3-2005.12.31 の期間に

わずか 1,636 件（対象論文 43,000 件の 3.8％）という結果

に終わっている40)。 
 
3.2 SPARC と FRPAA 
 この結果に不満な米国上院議員 Joe Lieberman と Thad 
Cochran は 2005 年 12 月に NIH の研究開発の強化のため

の「治療法案（Cures Bill）」を提出し，その中で論文提出

を義務化するなど NIH 公衆アクセス方針の強化を提案し

た41)。その後 2006 年 5 月には論文提出の部分だけを取り

出した連邦研究公衆アクセス法案（Federal Research 
Public Access Act of 2006: FRPAA）が提案された42)。この

法案は 1 億ドル以上の研究予算を持つ連邦機関から助成を

受けた研究成果論文は，出版後 6 ヶ月以内に公衆アクセス

されることを義務づけるという内容である。FRPAA につ

いては SPARC などオープンアクセス勢力が支援する一

方，出版社側，たとえば HighWire 出版社などからなるワ

シントン DC 原則（Washington DC Principle）グループ

は強く反対している。また米国化学会 Chemical & 
Engineering News 編集長 Rudy Baum も反対の論説を書

いている43)。2006 年中間選挙の結果による議会構成の変化

もあり，現在のところ法案の成立の見通しは不透明である。

なお 2007 年 1 月には米国出版者協会（Association of 
American Publishers: AAP）が，オープンアクセスに対抗

する反論キャンペーンのため，攻撃的な対抗宣伝で「闘犬

（Pit Bull）」とのあだ名を持つ Dezenhall Resources とい

う広告代理店と契約したと伝えられた 44)。Dezenhall は

「オープンアクセスは政府の検閲に通じる」「政府が学術出

版を支配する」というメッセージも提案したされている。

このことは各種メディアで報道され，学術出版の将来にか

かわる重要な議論を中傷合戦に持ち込むものとして大きな

波紋を呼んでいる。 

3.3 Wellcome 財団 
 Wellcome 財団（Wellcome Trust）は英国における生医

学分野の民間財団で，助成規模は年間 4 億ポンドにのぼっ

ている。この財団は早くからオープンアクセスに熱心で，

ベルリン宣言の署名者でもある。財団は 2005 年 5 月に助

成研究の成果論文を PubMed Centralまたは今後設立され

る UK PubMed Central に提出するよう義務化すると発表

した45)。この義務化は同年 10 月 1 日より開始された。ま

た英国情報システム合同委員会（ Joint Information 
System Committee: JISC）と共同して英国版 PubMed 
Central（UK PubMed Central）の開発に着手し，2007
年 1 月にはとりあえず米国版のミラーサイトとして開設に

こぎつけている 46)。これは大英図書館が中心となったグ

ループが開発を担当している。 
 Wellcome 財団が NIH と異なるのは，オープンアクセス

に対して，出版社に対価を支払うことを明確化したことで

ある。2006 年 10 月に最大の商業出版社 Elsevier は

Wellcome Trust の助成研究論文の公開について合意した

と発表した47)。それによれば，UK PubMed Central など

に論文を提出する著者は$3,000（ただし  Cell Press 
$5,000，Lancet 400 ポンド/page）を Elsevier に支払い，

Wellcome 財団はそれを著者に弁済する。さらに Elsevier
はその論文を ScienceDirect 上でも無料とし，一般公開す

るというものである。Wellcome の試算では論文の公開に

要する支払いは助成金総額 4％程度とされ，十分まかなえ

るとの判断と思われる。 
 
3.4 英国研究評議会（Resaerch Councils UK: RCUK） 
 RCUK は英国における政府の研究開発予算の分配をお

こなっている団体で 8 分野の評議会の連合体であり，科学

技術局（Office of Science & Technology: OST）の傘下に

ある。RCUK は，2005 年 6 月に Wellcome 財団と相前後

してオープンアクセスを推進することを決定した48)。すな

わち，RCUK 傘下の研究助成機関から資金を得た研究につ

いては 2005.10.1 以降しかるべき公開のリポジトリに論文

のコピーを提供することが必須となるとの方針である。こ

れについては英国に本部のある学協会出版社協会（The 
Association of Learned and Professional Society 
Publishers: ALPSP）や英国王立協会（The Royal Society）
などから強い反発があり，また政府からも横槍が入るなど，

現在にいたるまで，実行にいたっていない。 
 
3.5 その他の動き 
 欧州では 2006 年 3 月に欧州委員会（European 
Commission）の報告書が助成研究成果論文の OA アーカ

イブを勧告し，関係者の意見を募集するとした49)。また 12
月には欧州研究委員会科学委員会（Scientific Council of 
the European Research Council）がオープンアクセスに

ついて声明を発表し50)，ERC が助成した研究成果論文のリ

ポジトリへの提出を義務化するとしている。 

4．まとめ 

 オープンアクセスを巡る動きはこのように非常に多岐に

わたっている。主要なオープンアクセス雑誌は掲載料の値

上げが相次ぎ，その将来性に疑問の抱く向きもある。また

大学を中心とする機関リポジトリは数としては着実に増加

しているが，オープンアクセスを真に担う一翼となるには

まだ道のりがある。また米国における FRPAA は，議会構

成の変化にともない，現在成立の見込みが立っていない。

しかし欧米の研究助成機関や主要な研究機関がオープンア

クセスを支援している事実は重く，基本的なオープンアク

セスの流れはとまらないだろう。米国出版者協会による反

攻キャンペーンの計画も，出版社の危機感の表われと見る

ことができる。 
 昨年は主要な出版社が一斉にオープンアクセス・オプ

ションを採用した年でもあった。その中で Wellcome 財団
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や CERN など対価を支払ってオープンアクセスを実現し

ようという動きが現われたことは注目される。これは学術

出版にかかわる費用の負担が図書館費から研究費に移動す

るということでもあり，出版社を罰するという運動から出

版社との共存の可能性を探る運動への変化でもある。これ

から著者負担（もしくは研究費負担）と図書館負担のハイ

ブリッド・モデルが成長していくのではないかと思われる。

今後とも動向を注目していきたい。 

関連 Web サイト 

学協会著作権ポリシーデータベース． 
 http://www.tulips.tsukuba.ac.jp/scpj/ 
電子ジャーナル情報．http://www.dab.hi-ho.ne.jp/cirrus/ 
メタデータ・データベース共同構築事業． 
 http://www.nii.ac.jp/metadata/ 
The Directory of Open Access Repositories – OpenDOAR.  
 http://www.opendoar.org/ 
eDoc (Max Planck Society). http://edoc.mpg.de/ 
eSciDoc. http://www.escidoc-project.de/homepage.html 
Federal Research Public Access Act (FRPAA).  
 http://www.taxpayeraccess.org/frpaa/ 
Google Scholar. http://scholar.google.com/ 
Hypertext Archive on-Line: HAL.  
 http://hal.ccsd.cnrs.fr/?langue=en 
Joint Information Systems Committee (JISC).  
 http://www.jisc.ac.uk/ 
JuNii. http://ju.nii.ac.jp/ 
NIH Public Access. http://publicaccess.nih.gov/ 
OAIster. http://oaister.umdl.umich.edu/o/oaister/ 
Open Access Japan. http://www.openaccessjapan.com/ 
Open Access News.  
 http://www.earlham.edu/~peters/fos/fosblog.html 
Open Archives Initiative. http://www.openarchives.org/ 
Open Repository. http://www.openrepository.com/ 
ProQuest Digital Commons.  
 http://www.umi.com/products_umi/digitalcommons/ 
PubMed Central. http://www.pubmedcentral.nih.gov/ 
Research Councils UK (RCUK). http://www.rcuk.ac.uk/ 
Science Commons. http://sciencecommons.org/ 
SHERPA/RoMEO. http://www.sherpa.ac.uk/romeo.php 
SPARC. http://www.arl.org/sparc/ 
Washington DC Principles for Free Access to Science.  
 http://www.dcprinciples.org/ 
Wellcome Trust. http://www.wellcome.ac.uk/ 
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